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内容梗概

IT人材の能力を評価するツールとして，ｉコンピテンシ・ディクショナリ（iCD）が存在する．iCD

は，IT人材に求められるタスク（業務）とスキル（技術）を，辞書のように参照できるツールであり，
利用者は自身の受け持つ業務を iCDで参照することで，その分野の具体的な業務や，業務に役立つスキ
ルを把握できる．また，IT人材は業務能力やスキル能力の他に，主体性やコミュニケーション能力な
どの行動特性も重要とされており，IT人材に必要とされる行動特性は様々な研究者によって考案され
ている．行動特性の他にも，業務能力とその業務に関わるスキル能力は関連があるとされており，我々
の直感的にも納得しやすい．しかし，スキル能力と行動特性が業務能力にどれほど関連があるか，定量
的に評価した研究はいまだに存在しない．本研究では，ソフトウェア開発企業に勤める人材の業務能力
とスキル能力，行動特性を定量的に評価することで，開発者の業務能力とスキル能力，行動特性にどの
ような関連があるかを調査した．その結果，開発者の年齢や担当する役割ごとに特徴的な行動特性を持
つこと，業務能力とスキル能力は強く関連しており，行動特性が業務能力に関連する割合が小さいこと
が分かった．

主な用語

ソフトウェア開発，ｉコンピテンシ・ディクショナリ（iCD），行動特性，業務能力評価，スキル能力
評価
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1 はじめに

現在日本では IT業界のエンジニア不足が社会問題の 1つとされており，経済産業省の調査によると，
2030年には約 79万人もの人材が不足すると言われている [1]．その問題を解決しようとする動きがあ
り，今まで様々な IT人材の育成方法や能力評価方法が提案されている [2]．
情報処理推進機構（IPA）が作成した IT人材の能力を評価するツールとして，ｉコンピテンシ・ディ

クショナリ（iCD） [3]が存在する．iCDは IT人材に求められるタスク（業務）と，スキル（技術）を
辞書のように参照できるツールであり，利用者は自身の受け持つ業務を iCDから参照することで，業
務の具体的な実施内容や，その業務を円滑に進めるためのスキルを把握できる．
また，ソフトウェア開発者は業務能力やスキル能力の他にも，主体性やコミュニケーション能力など

の行動特性も重要とされており [4]，IT人材に必要とされる行動特性は様々な研究者によって考案され
ている [5] [6]．実際に，iCDも IT人材に必要な行動特性を ITヒューマンスキルという名目でまとめ
ており，IT人材の評価に行動特性を考慮すべきことを主張している．
また，業務に関するスキル能力も業務能力に関連があるとされており [7]，スキル能力の影響を無視

した際に，行動特性が業務能力にどの程度関連するのか，定量的に評価した研究はない．行動特性と業
務能力の関連が不明であれば，人材の行動特性を考慮した業務の割り当てをはじめとする，行動特性を
用いた業務能力評価を行う妥当性が疑われる．
本研究では，あるソフトウェア開発企業に勤める人材を対象として，業務能力とその業務に対するス

キル能力，そして行動特性を定量的に評価し，それらの能力について関連性を調査することにより，ソ
フトウェア開発者の人材評価において，行動特性を考慮することが有用であるかどうか考察する．
以降，2 節では関連研究と本研究で使用する用語や資料の説明を例を交えて説明し，3 節では実験方

法の説明や本研究で設定した Research Question（RQ）について説明する．4 節では設定した RQを
基に実験結果を報告し，5 節では 4 節の実験で得られた結果を考察する．6 節では本研究の妥当性の脅
威について述べ，最後に 7 節で本研究のまとめと今後の課題について述べる．
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2 準備

本章では，関連研究や諸用語について述べる．

2.1 関連研究

ソフトウェア開発者の行動特性に注目した研究は幅広く行われている．特に，行動特性の評価手法と
して，マイヤーズ＝ブリッグス・タイプ指標（MBTI） [8] を用いた性格診断を用いていることが多い．
MBTIでは特定の質問票を用いることにより，自身の性格を以下の 4つの領域で評価する．

興味関心の方向 外向型（E） ／ 内向型（I）
物の見方 感覚型（S） ／ 直感型（N）
判断の仕方 思考型（T） ／ 感情型（F）
外界への接し方 判断型（J） ／ 知覚型（P）

質問票に回答することで，自身が各領域でどちらに属するか決定され，その属性の頭文字を順番に並
べることで自身の性格が表現される．例えば，各領域でそれぞれ外向型，感覚型，思考型，判断型と評
価された場合，その人の性格は ESTJと表現される．各属性の組み合わせは 16通り存在し，それぞれ
に特徴的な性格が示されている．
MBTIを用いた IT人材の性格を調査した研究をいくつか紹介する．Capretzは，ソフトウェアを学

ぶ学生や企業でソフトウェアを扱う技術者の幅広い人材を対象とし，MBTIによる性格調査の結果，ソ
フトウェア開発者は ST，TJ，またはNTである可能性が最も高いことを示している [9]．Narasimhaiah

らは，情報システム分野で小規模開発を担当する人材に対し，MBTIによる行動特性タイプを収集し，
開発者の役割ごとでチームパフォーマンスに影響を与える行動特性タイプを分析した [10]．その結果，
プロジェクト管理者（PM）は感覚型よりも直感型，コーダーは内向型よりも外向型である方がチーム
パフォーマンスが高いこと，また PMの行動特性と他のチームメンバーの平均行動特性に注目すると，
PMとチームメンバーの 外向型 ／ 内向型，感覚型 ／ 直感型の差が大きければチームパフォーマンス
が高いが，メンバー間の行動特性の差ではチームパフォーマンスに差が見られないことを示している．
MBTI を用いずに行動特性を評価した研究も多く実施されている．André らは，プロジェクトチー

ムを決定する際に，個人がその役割に適しているかだけでなく，チーム全体としてどのような成果を
発揮するかということを考慮し，プロジェクトチームメンバーの決定プロセスモデルを考案した [11]．
Rabiaらは，国際開発プロジェクトに所属する PMを対象として，デルファイ法を用いることで調査に
参加した PMの意見集約を行い，プロジェクトライフサイクルごとにおいて重要なコンピテンシを提示
した [12]．Bradleyらは，ソフトウェア開発のチームに関する文献調査を行い，生産性が高いチームに
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は，効果的なリーダーシップ，チーム内コミュニケーション，グループ団結力，性格の多様性があるこ
とを示した [13]．Acuñaらは，大学生の初学者プログラマー 3人をチームメンバーとする，アジャイル
開発手法を用いたソフトウェア開発を実施することで，メンバーの「快楽性」「良心性」スコアと仕事に
対する満足度，メンバーの「外向性」スコアとソフトウェアの品質に正の相関が認められたことを示し
ている [14]．ここで，「快楽性」「良心性」「外向性」はビッグファイブ理論と呼ばれる，行動特性に関す
る理論を構成する特性要因である [15]．
しかし，企業に勤める人材の業務能力と行動特性を定量的に評価し，スキル能力を考慮した状態で行

動特性と業務能力がどの程度関連するのか調査した研究はなく，行動特性が業務能力に対してどれほど
影響力があるのか評価が不十分である．

2.2 ｉコンピテンシ・ディクショナリ（iCD）

iCDは，情報処理推進機構（IPA）が作成した，IT企業に求められるタスク（業務）とスキル（技術）
を，辞書のように参照できるツールである [3]．iCDのタスクディクショナリの一部抜粋した表を表 1

に，スキルディクショナリの一部抜粋した表を表 2 に示す．
利用者は，自分の業務に沿ったタスクやスキルを iCD から参照し，その評価項目を数値評価をする

表 1 タスクディクショナリの例

タスク大分類 タスク中分類 タスク小分類 評価項目

システム要件
定義・方式設計

システム化
要件定義

システム化の
対象と目的の決定

ユーザが抱える問題点やニーズをユーザ業務
の視点で把握する
・・・

要求事項の
調査と分析

現行システムをシステム利用状況、ユーザビ
リティ、HW 構成、SW 構成、データ構成、
運用管理等の視点で分析する
・・・

・・・ ・・・

セキュリティ
要件定義

現状把握

組織のセキュリティポリシーを把握し、情報
セキュリティに関する組織規程やルール、法
令、ガイドラインの内容を確認する
・・・

・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・
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ことによって，自身が行う業務の具体的な作業や能力向上のために役立つスキルを知ることができる．
数値評価の数値診断基準は表 3に示す．
現在 iCDは広く普及しており，一般社団法人 iCD協会（iCDA）が定める iCD活用企業認証を受け

ている企業は 1000社以上存在する [16]．

2.3 開発者の役割別能力評価シート

iCDのタスクディクショナリは，どのようなビジネス形態の企業でも活用できるように広範囲な企業
活動を想定した構成になっている [17]．その評価項目数は全体で 2500個ほどあり，企業に必要なタス
クをタスクディクショナリから取捨選択する作業は大きなコストがかかる．また，一般的に IT企業で
は要求分析者や設計者のような，開発者の役割ごとの開発能力を評価したい要望があるが，iCDは業務
種別のタスクやスキルを評価するため，役割ごとの評価に不向きである．
これらの課題を改善しようとして，評価対象の人材をソフトウェア開発者に限定し，ソフトウェア開

発の役割ごとに業務能力とスキル能力を評価可能な，開発者の役割別能力評価シートが作成された [18]．
能力評価シートを一部抜粋したものを表 4に示す．能力評価シートは，役割，役割に必要な業務をまと

表 2 スキルディクショナリの例

スキル分類 スキル項目 知識項目

（企画）要求分析手法

要求の抽出手法
RACIマトリクス
インターフェース分析
・・・

要求の整理手法
100ドルテスト
4象限方式
・・・

・・・ ・・・

表 3 iCDの数値評価における各数値の診断基準

数値評価 診断基準

0 知識、経験なし
1 トレーニングを受けた程度の知識あり
2 サポートがあれば実施できる、またはその経験あり
3 独力で実施できる、またはその経験あり
4 他者を指導できる、またはその経験あり

4



めた分類，その分類を評価する質問項目で構成されており，ソフトウェア開発企業はこれを用いること
で，社員の各役割に対する業務能力やスキル能力を容易に評価できる．業務能力とスキル能力の具体的
な評価方法は以下の 2ステップで構成される．

ステップ 1 各質問項目に対して数値評価
ステップ 2 タスク，スキルごとに評価値の平均を計算

以降では，各ステップについて説明する．

2.3.1 ステップ 1: 各質問項目に対して数値評価

自身が担当する役割について，役割別能力評価シートの各質問項目について数値評価を行う．数値評
価は，iCDと同様に表 3で示した数値が用いられる．

2.3.2 ステップ 2: タスク，スキルごとに評価値の平均を計算

数値評価を終えたら，各質問項目をタスクとスキルに分類して，タスク，スキルごとに評価値の平均
を計算する．ここで求めたタスクの評価平均値，スキルの評価平均値が，それぞれ業務能力，スキル能
力となる．以上のステップを踏まえることで，担当する役割の業務能力とスキル能力を評価できる．

2.4 行動特性とコンピテンシ

行動特性とは個人が持つ行動原理やその背景となる考え方のことを指し，スキル能力などの特定の知
識を必要としない人間の内面的な特性である．行動特性に注目した人材評価の例として，コンピテンシ
評価が挙げられる [19]．コンピテンシ評価とは，企業で高い業績を生み出す人材の普段の振る舞いに着
目した評価手法である．コンピテンシ評価の概要を図 1に示す．
コンピテンシ評価は，まず企業で高い業績を出す人材に共通する行動特性に着目し，業績をあげるた

めに必要な行動特性の一覧（コンピテンシモデル）を作成する．次に，各社員に対してコンピテンシモ
デルを適用し，各行動特性がどれほど満たされているかによって人材を評価する．以上がコンピテン
シ評価の概要である．現在，ソフトウェア開発においても様々なコンピテンシモデルが提案されてい
る [5] [6]．

2.5 JISAの行動特性評価シート

一般的に，IT 人材は技術的な業務能力だけでなく行動特性も重要とされており [4]，iCD もスキル
ディクショナリの一部として，IT人材に求められる行動特性を ITヒューマンスキルという名目でまと
めている．ITヒューマンスキルを表 5に示す．表 5を見ると，ITヒューマンスキルは IT人材に必要

5



高い業績を残す人材

人材の傾向を基に
コンピテンシーモデルを作成

行動特性モデル

1. 人と親密な関係を築ける

2. 自主的に行動できる

…

社員

行動傾向から
各行動特性を評価

行動特性モデル 評価

1. 人と親密な… ◎

2. 自主的に… ○

… …

図 1 コンピテンシ評価の概要図

表 4 役割別能力評価シートの例

役割 分類 タスク / スキル 質問項目

システム
要求分析者

機能要件
の定義

タスク
機能要件を定義する
ユーザビリティ要件を定義する
・・・

スキル

機能要件の抽出・分類・構造化技術、文書化技術
（USDM、ユースケース図等）、トレーサビリティ技
術
概念データモデル、システム化業務フロー、論理機
能配置（ブロック）図
・・・

・・・ ・・・

非機能要件
の定義

タスク
非機能要件を定義する
・・・

スキル
信頼性・運用・性能・保守性・セキュリティ・拡張
性要件の知識、非機能要件のトレードオフ分析技術
・・・

・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・
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な行動特性として大きく創造力，実行・実践力，コミュニケーション力の 3つを設定しており，それら
の評価項目はすべて合わせて 12個と少ない．また，各評価項目を評価するための基準が設定されてお
らず，行動特性の評価が難しい．
これらの課題点から，本研究では情報サービス産業協会（JISA）が，IT人材の行動特性を評価する

ために考案した評価シートを用いる [20]．行動特性評価シートを表 6に示す．JISAは，IPAにより設
置された「第４次産業革命に対応したスキル標準検討WG」で行動特性に焦点を当てた人材育成の必要
性が議論されていることに着目し，現在活躍する人材の特徴を評価しようと，この行動特性評価シート
を作成した．評価シートは，22項目の行動特性とそれを評価するための評価基準で構成されており，利
用者は各行動特性を数値評価をすることで，22項目の行動特性に基づいた行動特性評価が可能となる．
数値評価の数値診断基準を表 7に示す．

表 5 ITヒューマンスキル

スキルカテゴリ スキル分類 スキル項目

ITヒューマンスキル

創造力

問題発見力
問題分析力
仮説設定力
論理思考力
概念化力

実行・実践力

俯瞰力
深耕力
継続力
革新力

コミュニケーション力
相手の考えを理解する力
自分の考えを伝える力
共感を呼ぶ力
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2.6 偏相関係数

偏相関係数とは，指定した変数の影響をなくした相関係数である．偏相関係数は–1から 1の値をと
り，1（–１）に近ければ近いほど，指定された変数の影響を無視したうえで，その変数間で正（負）の
関連が大きいことを表す．相関を調べたい変数 x,y とそれらとの影響を考慮する変数を z としたとき，

表 6 JISAの行動特性評価シート

行動特性 具体的には

1. 情報取捨選択力 入手した幅広い情報を取捨選択する
2. 独創性 既存の枠にとらわれず、アイディアを生み出す
3. 課題解決力 現状と目標のギャップを埋めるための課題を解決する
4. 先見力 先を予見し、問題を未然に防ぐ
5. 実行力 目標設定のうえ、計画を立案し遂行する
6. 表現力 考えたことや感じたことを、言葉・文章・図表等にしてわかりやすく伝える
7. 概念化 身につけた知識やノウハウを一般化・体系化する
8. 挑戦力 困難な事柄に立ち向かい、やり遂げる
9. 主体性 自分の信念に基づいて行動する
10. 対人折衝力 社内の他部門や、顧客・協力企業と折衝し、調整を行う
11. 関係構築力 社内人材・顧客・協力企業等と人間関係・人脈を築く
12. 傾聴力 多様な考え方や意見を活かして物事を進める
13. 巻き込み力 様々な関係者を巻き込んで物事を進める
14. 育成力 後輩の育成に取り組む
15. 管理力 限られた人員・予算・期間を有効に活用する
16. 行動力 良案を思いついたら、実行に移す
17. 状況対応力 予期しない状況でも臨機応変に対処する
18. 試行錯誤力 同じ仕事をよりよい方法で遂行する
19. 学習力 新たな知識やノウハウを習得する
20. 好奇心 あらゆることに関心を持ち、未知の事柄に取り組む
21. 探求心 よりよい成果・品質を求める
22. 追究力 物事の本質を追究する
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1. 都道府県 道路100𝑘𝑚
当たりの給油所の数

2. 都道府県 100𝑘𝑚2

当たりの薬局の数

3. 都道府県の
人口密度

相関係数（疑似相関）

𝑟12 = 0.64

相関係数
𝑟23 = 0.98

相関係数
𝑟13 = 0.64

偏相関係数
𝒓𝟏𝟐.𝟑 = 𝟎. 𝟎𝟖

出典：総務省総計局社会生活統計－都道府県の指標－ 2019

図 2 相関がない変数間で疑似相関が生じる例

z の影響をなくした x，y の相関係数（偏相関係数）は以下の式で表される．

rxy.z =
rxy − rxzryz√

1− rxz2
√
1− ryz2

ここで，rxy，ryz，rxz はそれぞれ x と y の相関係数，y と z の相関係数，x と z の相関係数を表し，
rxy.z は z の影響をなくした xと y の偏相関係数を表す．
偏相関係数を使用する理由として，疑似相関の可能性を排除することが挙げられる．疑似相関とは，

本来は対象の変数間に相関はないが，第三の変数によってあたかもその変数間に相関があるように見え
ることである．
疑似相関の例を図 2 に示す．各都道府県内にある道路 100km あたりの給油所の数と，可住地面積

100km2 当たりの薬局数の相関を調べてみると 0.64と高い相関が見られ，これは直感に反する．給油所
の数と薬局数の間で高い相関が見られた理由として，第三の要因による疑似相関であることが考えられ
る．例えば，各都道府県の人口密度のデータを加えると，人口密度と給油所の数，人口密度と薬局の数

表 7 行動特性評価シートの数値評価における各数値の診断基準

数値評価 診断基準

0 当てはまらない
1 あまり当てはまらない
2 どちらともいえない
3 やや当てはまる
4 かなり当てはまる
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に高い相関が見られ，人口密度との相関関係によって給油所の数と薬局数に疑似相関が生じていること
が考えられる．実際，人口密度の影響を無視した給油所の数と薬局数の偏相関係数は 0.08となり，ほ
とんど関連がない結果となった．このように，一見何も関連がない変数間で相関があると誤った判断を
防ぐため，偏相関係数を使うことがある．また，この例では 3変数間の偏相関係数を求めているが，4

変数以上になると偏相関係数の計算が複雑になるため，統計ツールなどをを用いて求めるのが一般的で
ある．
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3 業務能力と行動特性の関連調査手法

本章では，本研究で実施した調査手法と，関連を調査するために設定した Research Question（RQ）
を紹介する．

3.1 調査手法の流れ

3.1.1 役割別能力と行動特性の評価データの収集

ソフトウェア開発業務と行動特性の関連性を調査するために，普段から役割別能力評価シート（2.3 節
参照）を用いた能力評価を実施している，あるソフトウェア開発企業に協力をいただいた．この企業で
は，社員は各自が過去 5年以内に経験した役割における業務能力，スキル能力を，役割別能力評価シー
トを用いて評価している．
本研究では，この企業に勤める一部の社員の方々に対し，普段の能力評価に加えて行動特性評価シー

ト（2.5 節参照）を回答してもらうことにより，社員の役割別能力と行動特性の評価データを収集した．

3.1.2 担当役割の決定

役割ごとの業務能力，スキル能力と行動特性の評価値データを得られたら，次は各社員に対して担当
役割を決定する．役割別能力評価シートには，過去 5年間で経験した役割全てを評価するため，複数の
役割について能力評価されていることがある．一般的に複数の役割を兼任して業務を行うことはあまり
ないため，本研究では各社員に対して担当役割を決定し，担当役割ごとに分析する．担当役割の具体的
な決定方法として，役割別能力評価シートに 1 つの役割だけ評価があればそれを担当役割とし，役割
別能力評価シートに 2 つ以上の役割で評価があれば，その中で業務能力が一番高い役割を担当役割と
する．
以上のように各社員に対して担当役割を決定し，担当役割ごとに分析する．本研究では，担当役割が

プロジェクト管理者（PM），要求分析者，コーダー，テスターを対象にして分析を実施した．ただし，
3.2 節で紹介する RQ.1に関しては，担当役割に関わらず評価データが存在する社員全員を対象として
いる．本研究で調査対象となった PM，要求分析者，コーダー，テスターの人数とその業務内容を表 8

に示す．

3.1.3 外れ値の除去

担当役割を決定したら，最後に業務能力や行動特性の評価データについて外れ値検定を用いて評価
データの外れ値を検出し，外れ値を除去する．評価データの外れ値を考慮するのは，不適切な評価デー
タが記入される可能性を考慮するためである．3.1.1 節では役割別能力評価シートや行動特性評価シー
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トを用いて業務能力や行動特性を評価しているが，これらは全て自己評価で実施される．これらの評価
は自己研鑽を目的に行われ，その評価が直接的に人材評価につながるわけではないため，偽った自己評
価をするメリットはないが，正確でない評価データが記入される可能性は否定できない．
このような正確でない評価データを除去するため，本研究では各担当役割について年代ごとにグルー

プを分け，各グループごとの評価データについて外れ値検定を実施した．具体的には，各担当役割を 20

歳代，30 歳代，40 歳代，50 歳代，60 歳代の年齢別にグループ分けをし，各グループの業務能力，ス
キル能力，行動特性平均について外れ値検定であるスミルノフ=グラブス検定（Smirnov-Grubbs test）
を用いて，5％水準で有意性が認められる外れ値を除去した．このように外れ値を除去することにより，
正確な評価データを収集しようとした．

3.2 Research Question

本研究では業務能力と行動特性の関連を調査するために，以下の Research Question（RQ）を設定
した．

3.2.1 RQ.1: ソフトウェア開発者の年代ごとで行動特性の特徴があるか

これまでソフトウェア開発者の行動特性について様々な研究が行われてきたが，開発者の年齢ごとに
行動特性の特徴を調査した研究は存在しない．そこで RQ.1では評価データが存在する社員全員を年代
ごとにグループ分けし，各年代ごとに行動特性の特徴を調査した．具体的には，社員の年齢によって 20

歳代，30歳代，40歳代，50歳代，60歳代のグループに分け，グループごとに社員の各行動特性の平均
値と，それら 22項目の平均値を算出し，それらの値を年代グループ間で比較する．

表 8 各役割の調査人数と業務の説明

役割名 調査人数 役割の内容

プロジェクト管理者（PM） 230

プロジェクト計画やオーダー計画を立て、進捗
管理などプロジェクトの管理活動を行う者（と
りまとめ者）

要求分析者 144
顧客要求に基づき、要求の分析や整理を行い、シ
ステムが実現すべき要件や仕様策定を行う者

コーダー 171 詳細設計に基づき、コーディングを行う者

テスター 86
詳細設計に基づき、単体テストを設計し、テス
トする者
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3.2.2 RQ.2: ソフトウェア開発者の年代と担当役割ごとで行動特性の特徴があるか

RQ.1では，ソフトウェア開発企業に勤める社員全員に対して行動特性の特徴を調査するが，RQ.2で
は担当役割ごとに分けて，年代ごとの行動特性の特徴を調査する．具体的には，各役割で 30歳代，40

歳代，50歳代にグループ分けを行い，RQ.1と同様にグループごとで各行動特性の平均値とそれら 22

項目の平均値を算出し，それらの値を役割間で比較する．
ここで，RQ.2では，RQ.1で実施した 20歳代と 60歳代の分析を実施していない．これは 20歳代と

60歳代の特定の役割について評価データ数が少なく，正確な分析が困難であると判断したためである．

3.2.3 RQ.3: 役割ごとで業務能力に関連する行動特性は何であるか

ソフトウェア開発者が持つ行動特性が，どの業務にどれほど関連があるか不明であるため，この RQ

を設定した．ここでは役割のタスク平均評価値，スキル平均評価値を，それぞれその役割の業務能力，
スキル能力であるとして（詳細は 2.3 節参照），業務能力に関連がある要因を，スキル能力と行動特性評
価シートの行動特性 22項目から探索しようとした．具体的には，スキル能力と行動特性 22項目を業務
能力と関連がある要因と仮定して，業務能力とそれらの要因の偏相関係数を計算することで，業務能力
に関連がある要因を調査する．もし偏相関係数の高い要因があれば，それは他の要因では影響を与えら
れなかった独自の要因であると考えられる．
ここで，RQ.3では RQ.1，RQ.2のような年代別ではなく，全年齢を対象として担当役割ごとに分析

を実施した．これは年代別にグループ分けすると，1グループあたりの評価データ数が少なく，正確な
偏相関係数の計算が困難であると判断したためである．
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図 3 ソフトウェア開発者の年代別による行動特性比較

4 実験結果

本章では，設定した RQを基に調査結果を報告する．

4.1 RQ.1: ソフトウェア開発者の各年代に対する行動特性の特徴

評価データが存在するソフトウェア開発者の各行動特性平均値とそれら 22項目の平均値を年代別で
比較したグラフを図 3に示す．ここで，図 3中の凡例にある Nは各年代に属する人数を表している．22

項目平均を見ると，20歳代と 30歳代の間で大きな差が見られる．その中でも特に，独創性，先見力，
表現力，育成力，管理力で大きな差が見られ，挑戦力，主体性，行動力，試行錯誤力，学習力，好奇心，
探求心については全年代であまり差が見られない．30歳代と 40歳代では，独創性，管理力，状況対応
力で差が見られるが，全体としてはあまり差が見られず，40歳代と 50歳代はほとんど同じ値をとって
いる．そして，60歳代は他年代と比べて行動特性全体で少し差が見られる．
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4.2 RQ.2: ソフトウェア開発者の各年代と担当役割に対する行動特性の特徴

各担当役割の各行動特性平均値とそれら 22項目の平均値を図 4，図 5，図 6に示す．ここで，図 4

は 30歳代の結果，図 5は 40歳代の結果，図 6は 50歳代の結果を示しており，各図の凡例にある Nは
その担当役割の人数を表している．
まず 30歳代の結果である図 4を見ると，22項目平均の値から PMや要求分析者は，コーダーやテス

ターと比較して全体的に行動特性が高い．その中でも，対人折衝力や関係構築力など人との関わりに関
する行動特性や，挑戦力や状況対応力などの困難な状況下で発揮される行動特性において大きな差が見
られた．しかし，学習力や好奇心，探求心などのより良いものを求める個人の意識に関する行動特性に
ついてはあまり差が見られない．
次に 40歳代の結果である図 5を見ると，PMと要求分析者，コーダーとテスターで全体的な行動特

性に差が見られることや，学習力などの個人の意識に関する行動特性で役割間の差があまり見られない
ことは 30歳代の結果と変わらないが，PMと要求分析者は関係構築力や管理力など人と関わり合う行
動特性で差が見られ，コーダーとテスターは全体的な行動特性で差が見られるようになった．
最後に 50歳代の結果である図 6を見ると，22項目平均の値を 30歳代や 40歳代と比較して，PM以

外の役割間で全体的な行動特性の差が小さくなっていることが分かり，特に要求分析者とコーダーの 22

項目平均の差はほとんど見られない．PMに関しては，特に巻き込み力や育成力，管理力などの人と関
わり合う行動特性で他の役割と差が見られた．また，学習力などの個人の意識に関する行動特性につい
ては 30歳代，40歳代同様にあまり差が見られなかった．
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図 4 各役割の行動特性比較（30歳代）
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図 6 各役割の行動特性比較（50歳代）

4.3 RQ.3: 各役割の業務能力に関連のある要因

業務能力と各要因の偏相関係数を表 9に示す．ここで，表 9は 5％水準，または 1％水準で有意性
が認められる要因を抜粋して示している．結果を見ると，業務能力と関連がある要因として，全ての役
割でスキル能力が選択されており，偏相関係数の値もかなり高い．つまり，行動特性の影響を無視した
状態であっても，業務能力とスキル能力に大きな関連を確認できることが分かる．
また，スキル能力以外にもいくつかの行動特性で有意性が認められており，役割ごとに有意性が認め

られる行動特性も異なっている．しかし，それらの行動特性の偏相関係数が 0.1～0.2程度とあまり関連
がない結果となった．つまり，業務能力と行動特性が関連する割合はスキル能力に比べると小さいとい
うことがわかった．
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表 9 偏相関係数に有意性が認められた要因

役割 有意性がある要因 偏相関係数

PM

スキル評価値 0.83 **

管理力 0.14 *

状況対応力 0.14 *

学習力 – 0.13 *

要求分析
スキル評価値 0.69 **

挑戦力 0.23 *

関係構築力 – 0.25 *

コーダー
スキル評価値 0.81 **

対人折衝力 0.17 *

テスター スキル評価値 0.79 **

* p <0.05，** p <0.01

19



5 考察

本章では，各 RQの結果に対する考察を述べる．

5.1 RQ.1: ソフトウェア開発者の各年代に対する行動特性の考察

RQ.1では，ソフトウェア開発者に勤める社員を対象に年代ごとで行動特性の特徴を調査し，年代ご
とで特徴的な行動特性が確認された．つまり，ソフトウェア開発者の行動特性を調査する際には，年齢
も考慮する必要性があると言えるだろう．ここでは，年代間で差が見られた行動特性と差が見られな
かった行動特性について考察する．
20歳代と 30歳代では多数の行動特性で差が見られたことについて，これは実際の業務を遂行するこ

とによって行動特性が向上したと考えられる．確かに，先を予見する先見力，人と関わり合いを持つ対
人折衝力や育成力，管理力などは実際に業務を経験するうえで培われていく行動特性であるだろうと想
像しやすい．逆に年代間で差が見られない行動特性については，業務の遂行では向上しない行動特性で
あると考えられる．例えば，困難な事柄に立ち向かう挑戦力や主体性，個人の意識である学習力や好奇
心，探求心などは業務の遂行だけで培われるものではないことが分かる．これらの行動特性を向上させ
るためには，普段の業務とは別のアプローチ，つまり行動特性の向上を目的とする研修等を行う必要が
あるだろう．
30歳代と 40歳代では一部の行動特性で少し差が見られ，40歳代と 50歳代では行動特性の違いはほ

とんど見られなかった．つまり，40歳代までには業務による行動特性の向上が収束し，業務遂行による
行動特性が期待できなくなると考えられる．また，60歳代で他年代と少し差が見られたのは，企業では
60歳あたりで定年退職する人が多く，行動特性の高い人材が仕事を継続しているためだと考えられる．
次に年齢と行動特性に関する文献と RQ.1の結果を比較する． [21]では年齢とともに「誠実性」のス

コアが高くなることを実証している．「誠実性」とは，ビッグファイブ理論を構成する特性要因の 1つ
であり，勤勉さや真面目さを表している [15]．勤勉さを行動特性評価シートの学習力と同等であると考
え，RQ.1の結果を見ると学習力は年代間であまり差が見られない．この結果について，社員の学習力
が入社時点で既に高いためだと考えられる．

5.2 RQ.2: ソフトウェア開発者の各年代と担当役割に対する行動特性の考察

RQ.2では，同年代の担当役割別による行動特性の特徴を示した．PMや要求分析者は全体的に行動
特性が高く，特に人と関わりを持つ行動特性で他役割より高い数値となっており，これは PMや要求分
析者の業務内容からも直感的に理解しやすい．実際 [11]では，PMはあらゆる行動特性が必要になる役
割としており，RQ.2の結果より PMはどの年代でも全体的に高い行動特性を持つことから，文献の結
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果を実証していると考えられる．
[22]では，コーダーのタスク特有の経験と知識，そして行動特性やモチベーションなどがコードクオ

リティや生産性のパフォーマンスに影響するとしている．RQ.2の 50歳代の結果を見ると，50歳代の
コーダーは他年代のコーダーと比較して，PMや要求分析者との差が小さくなっている．特に，50歳代
の要求分析者とコーダーの 22項目平均を比較すると，ほとんど差がない．コーダーの年齢とプログラ
ミングの知識には関連があることを考慮すると [23]，コーダーの業務を重ねていくことで，業務能力と
共に全体的な行動特性が向上すると考えられる．

[24]では，テスターは他役割より「誠実性」のスコアが高いことを示している．RQ.2の結果では，
学習力では他役割との差が小さいまでにとどまっており，テスターの方が高い行動特性を持つ結果とは
なっていない．これについて，本研究では単体テストを扱うテスターを対象としたことや，RQ.1の考
察と同様に入社時点で社員の学習力がすでに高いことから， [24]と異なる結果となったと考えられる．

5.3 RQ.3: 各役割の業務能力に関連する要因の考察

RQ.3では担当役割の業務能力に関連のある要因を調査した．結果として，業務能力に最も関連のあ
る要因はスキル能力であり，行動特性が関連する割合はそれに比べると小さいということが分かった．
ここでは，有意性が認められた行動特性に着目して考察する．PMは学習力，要求分析者は関係構築

力で偏相関係数がマイナスであった．つまり，それらの行動特性と業務能力には，他の要因をなくした
状態であれば負の相関が見られるということになる．しかし，これらの行動特性が高（低）ければ業務
能力が低（高）くなる，または業務能力が高（低）ければ行動特性が低（高）くなるとは考えにくい．
特に顧客と関わる機会の多い要求分析者で，業務能力と関係構築力に負の相関が見られることは一般に
受け入れがたい．偏相関係数の絶対値が小さいことも考慮すると，それらの行動特性と業務能力にはほ
とんど関連がないと考える方が自然である．要求分析者の業務能力と関係構築力に関連がない理由とし
て，要求分析者を担当する者は全体的に関係構築力が高く，関係構築力では業務能力に差がつかないた
めなど，様々な理由が考えられる．
コーダーの偏相関分析では関係構築力で有意性が認められている． [10] では，プログラマーの外交

的な性格とチームパフォーマンスに大きな相関があることを実験で示しており，偏相関係数が小さくは
あるが，この結果の傾向が見られたと言える．関係構築力でこのような結果が見られることについて，
[10] では，コーダーはシステム設計者を主とする，複数の相手と積極的やり取りしなければならないた
めだと考察している．
テスターの偏相関分析ではスキル能力以外に有意性は認められなかった．この結果が生じた理由につ

いて，テスターが他役割に比べ調査対象人数が少ないことや，テスターの業務はスキル能力に強く影響
する可能性があるからなど，様々な理由が考えられる．
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6 妥当性の脅威

本章では，本研究における妥当性の脅威について述べる．
本研究では能力評価の指標として，役割別能力評価シートを用いている．これは，iCDのタスクディ

クショナリとスキルディクショナリを基に作成されているため，iCD以外の能力評価ツールを用いた際
に，本研究とは異なる結果が見られると考えられる．それと同時に，今後 iCD 以外の有力な能力評価
ツールが開発されたときには，本研究の実験を再評価する必要性があると考えられる．本研究を実施し
た現時点で，iCDは 1000以上もの企業が利活用しており [16]，能力評価ツールとして一種のデファク
トスタンダードであると考えることができるため，iCDを基に作成された役割別能力評価シートは，各
役割の業務能力やスキル能力を適切に評価できると考えている．
次に，役割別能力評価シートで評価された業務能力とスキル能力，そして行動特性評価シートの数値

評価をそのまま分析に用いている．これらは 0～4の 5段階で数値評価されているため，順序尺度の観
点において問題になる可能性がある．順序尺度を用いたパラメトリックな分析の合理性については，現
在もなお社会学の分野で議論されており，順序尺度をそのまま分析に用いるのは慎重を要すると主張す
る者 [25] や，等間隔で尺度をとれていれば順序尺度を感覚尺度と見なし（これをリッカート尺度と呼
ぶ [26]），平均値を計算することを問題ないと主張する者もいる [27]．本研究では役割別能力評価シー
トと，行動特性評価シートで用いた尺度間隔を等間隔とみなし，評価シートで得られた数値評価を分析
に用いている．
また，役割別能力評価シートや行動特性評価シートは全て自己評価であるため，データの正確性につ

いて議論の余地がある．これらの評価シートは自己研鑽の用途でのみ用いられ，第三者がそれを見るこ
とはできない仕様になっているため，周りからの評価をあげるために評価シートの評価値を意図的に高
くするメリットはない．しかし，評価シートを回答するにあたり，以下の妥当性の脅威が考えられる．

1. 業績に関係ないという理由で社員が正確に評価を行わない
2. 順序尺度に基づいた自己評価であるため，その評価が第三者評価と異なる

1.について，本研究では 3.1.3 節で紹介したように，業務能力や行動特性の評価データに対して外れ
値検定を実施することで，明らかに不適切な評価データを除外し，信頼性のあるデータを収集しようと
している．2.について，社員は評価シートを回答するにあたり，企業内で各評価のガイドラインが提供
されている．ガイドラインによって，社内業務に照らし合わせたレベル評価ができるので，自己評価と
第三者評価の差異はあまりないと考えている．
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7 あとがき

本研究ではソフトウェア開発者の年代ごとによる行動特性，担当役割ごとに分類した行動特性の特徴
を調査し，担当役割における業務能力がスキル能力と行動特性にどれほど関連があるかを調査した．実
験結果より，各役割の年代ごとに異なった行動特性分布を持っていること，そして業務能力に最も関連
する要因はスキル能力であり，行動特性の関連する割合が少ないことを実証した．これまで IT人材に
は様々な行動特性が重要だと述べられているが，年代別に分けた分析の実施や，業務能力，スキル能力，
行動特性の各要因がどの程度関連するかを知ることにより，今後 IT人材の業務と行動特性に対してよ
り深い解釈ができるだろう．
今後の研究として以下の 2つが挙げられる．1つ目は，RQ.3の実験で行った役割の業務能力と関連

する要因について，これを各年代ごとで調査することである．今回分析に使用したデータは，年代別で
分けた際に人数が少なくなってしまう役割が存在し，RQ.3で年代別に偏相関分析を行うことが厳しい
ため，本研究では役割全員で分析を実施した．本研究の RQ.1や RQ.2の結果から，年代ごとによって
行動特性に異なる特徴が見られるため，RQ.3についても年代別で偏相関分析を実施すれば，年代ごと
に違った結果が得られると考えている．
2 つ目は，PBL を経験した人材と経験していない人材で，行動特性の差が生じるか定量的に評価す

ることである．本研究にご協力を頂いた企業では，PMの行動特性向上を目的とした PBL研修を毎年
行っている．PBLが人材の行動特性向上に効果的であると報告されているが [28]，それを実証的に示
した研究は存在しない．そのため，実際のソフトウェア開発企業に務める PMに対して，PBLを経験
した人材とそうでない人材の行動特性を比較することで，PBLが行動特性の向上に有効であるかどう
かの評価実験を行うことが考えられる．
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